
2008年農林漁業金融統計
事務所移転のお知らせ

農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業・

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

社会経済システム再構築への関与

1981年に農林中金研究センター(当社前身の一部)が実施した農協アンケート調査(集計対象

558組合)に「『西暦2000年の農協』の組織と事業がどのような形で発展しているか」を問う

項目がある。その回答を要約すれば，21世紀の農協像は「生活活動のウエートが高まり，

地域社会作り・地域協同活動の中核的組織，兼業農家をも含めた地域農業センターになっ

ており，総合農協としてますます発展している」というものであった。

当時の研究センター所長であった荷見武敬さんは，その著作『協同組合地域社会への道』

で，このアンケートに関して「協同組合地域社会建設の着実な進展を予測している」とし，

「人類は，過去数世紀のあいだに資本主義・社会主義など諸体制のメリット・デメリット

を身をもって ―血と涙の試行錯誤を通じて― 十分に学習してきました。この貴重な社会

学的実験の成果を踏まえるかぎり，今後の社会経済システムの形成にあたっては，公企業

および私企業と並立する協同組合セクターの存在意義があらためて見直されるでしょう。

そして，この協同組合セクターの存立基盤になるのが，各地に存在するミクロレベルの協

同組合地域社会なのです」と説いている。

約30年後の今日，現実はどうなっているのか。各地に存在するミクロレベルの組織とし

て集落組織を位置づけることができると考えられるが，本誌「集落組織の展開方向」にお

いて斉藤が指摘しているとおり，「高齢化や都市化，農家の減少など集落組織をめぐる

様々な変化によって，組織の弱体化や機能の限定がみられる」と同時に，変化に対応した

新たな取組みとして「農協の集落組織が集落全戸加入の地域組織に転換」し，「後継者，

女性，高齢者という集落の様々な層が多様な組織に参加し，農協の一組織としての役割を

超えた多面的な活動で地域活性化に大きな効果をあげている」地域もある。この30年では

必ずしも「着実な進展」を遂げているとは言い難いのが現実だ。

思うに，協同組合セクターの存在意義があらためて見直されるのは，市場万能という根

拠のない神話が崩れ，非市場的なものの価値に目が向けられる今日これからではないか。

「日本においてもCSRが注目されるようになった背景には，協同組合が設立された当時と

同様に社会には雇用や地域経済の活性化など多様な問題が存在しているから」（本誌重頭

「欧州協同組合銀行のCSRへの取組み」）という実態が新たな規範を求めている。

もちろん公正な社会を築く主体が協同組合に限られるわけではない。経済社会で圧倒的

なシェアを占める株式会社組織が，公正・正義の実現へむけての取組みを強化することは，

もとより強く望まれるところである。しかし，今回の経済危機に際しての企業のビヘイビ

アを見ると，「企業の社会的責任」を標榜しながら実は株主資本最優先の枠から抜け出せ

ない限界を感じる。「雇用削減は株式価値の維持に必要」との説明はあまりにも狭量で，

暖かい心の広がりが微塵も感じられない。

協同組合セクターの存在意義があらためて見直されるとすれば，このような株式会社の

限界を超えた活動が実際に行われるかどうかにかかるだろう。逆に協同組合は器だけで，

その本業において地域の人々の幸福につながる貢献・非市場的な活動ができなければ，か

えってその存在意義が疑われることになろう。

世界は社会経済システムの再構築に迫られている。そこにおくべき最も重要な基準は

「多くの人々の幸せにつながるかどうか」であるべきだ。協同組合が有する本来機能の発

揮が求められている。

（（株）農林中金総合研究所 専務取締役　岡山信夫・おかやまのぶお）

今 月 の 窓

99年4月以降の『農林金融』『金融市場』

などの調査研究論文や，『農林漁業金融統計』

の最新の統計データがこのホームページから

ご覧になれます。

また，メールマガジンにご登録いただいた

方には，最新のレポート掲載の都度，その内

容を電子メールでお知らせするサービスを行

っておりますので，是非ご活用ください。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2009年３月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】

・ロシア・ウクライナ・カザフスタン農業の動向

――農業大国の復活に向けて――

・農業における２つの連携

――大手企業と地域の方向――

・「農村民泊」を軸としたグリーンツーリズム

――大分県宇佐市安心院町の取組み――

・大規模稲作経営の実態と見えてくる課題

・WTO農業交渉の経過と課題

――交渉の暴走に歯止めを――

・酪農・乳業の現状と展望

――酪農経営の悪化と乳業再編――

・米緊急対策以降のコメ政策の動向

――備蓄運営を中心に――

【協同組合】

・異色の青年部

――JA広島北部青壮年連盟（広島県）――

・生産者，JA，行政が一体となって産地形成

――JA秋田おばこ枝豆部会――

【組合金融】

・2009年度の組合金融の展望

【国内経済金融】

・顧客との関係作りを重視した住宅ローン推進

――住宅購入等予定顧客を組織化する飯田信金――

・深刻化する不況と家計消費

・再び下落し始める日本の物価

・為替相場変動と訪日旅行者数の状況

・景気底割れリスクが強まる日本経済

――求められる機動的な金融・財政政策――

【海外経済金融】

・ユーロ圏民間部門の金融負債水準について

・米国クレジットユニオンの現況と経営戦略－(1)

――組合員の拡大を目指すアグリカルチャー・

フェデラル・クレジットユニオン――

・新政権の景気刺激策の実施と金融支援策強化に期待

本誌に掲載の論文，資料，データ等の無断転載を禁止いたします。
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